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レポート 

第二期トランプ政権下におけるバイオ燃料の展望 

サステナビリティコンサルティング第 2 部持続型社会チーム第 2 課 

大田詩織 

 

1. 第二期トランプ政権の開始とバイオ燃料政策の始動 

2025 年 1 月 20 日に第二期トランプ政権が発足してから、早くも 3 か月以上が経過した。トランプ政

権下においてバイデン前政権下で進められてきた環境政策の大幅な見直しが起こることは選挙時点から

予想されていた。しかしながら、就任当日から前政権の政策を大転換する大統領令に複数署名したこと

は、筆者含め多くの方々にとって驚きだったのではないだろうか。これら大統領令により、石油や天然

ガス、石炭等の米国内のエネルギー開発や使用にあたって負担となる規制や命令等は撤廃される見込み

だ [1]。加えて、持続可能な航空燃料（SAF）生産に対する支援も提供していたインフレ抑制法（IRA）

による支出も即時停止される模様である [2]。 

上記の動きを受け、民間企業でも、例えば、2050年までに投融資ポートフォリオを通じた温室効果ガ

ス（GHG）排出ネットゼロを目指す銀行間の国際的なイニシアティブである Net-Zero Banking 

Alliance（NZBA）からはゴールドマン・サックス・グループや JP モルガン・チェイスなどの米国の主

要な銀行の脱退が相次いだ。 

では、この先どのような展開が予想されるのだろうか。本稿では、第一期トランプ政権下でのバイオ

燃料政策を基に、第二期トランプ政権のこれまでの動きやそれに対するバイオ燃料関連団体やその生産

者であり、共和党の支持者も多い農業団体等（図１）の反応を踏まえ、今後の展望を分析する。 

図 1 トウモロコシ及び大豆生産州における支持政党の違い1 

（出所） [3] [4]を含む各種公表情報より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱作成 

 

 
1 ここで言う支持政党とは過去 9 回の大統領選において過半数の勝利を収めている政党を指す 
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2. 第一期トランプ政権下でのバイオ燃料政策 

第一期トランプ政権下（2017～2020 年）においてはどのようなバイオ燃料政策が行われていたのだろ

うか。表 1 に第一期トランプ政権下でのバイオ燃料に関連する動きをまとめた。第一期の環境政策の大

きなトピックとしては 2017 年 6 月のパリ協定離脱が取り上げられがちだ。しかしながら、就任 1 か月

後にトランプ大統領は再生可能燃料協会（Renewable Fuels Association, RFA）宛てに書簡を送付し、

バイオエタノールと米国再生可能基準（Renewable Fuels Standard, RFS）2に対して揺るぎない支持を

表明するとともに再生可能燃料が米国のエネルギーの自立にとって重要である旨を述べている [5]。筆

者が特に着目すべきと考えるのは米国内でのバイオエタノールの消費量に影響を与え得る E15 全米通年

供給と RFS における小規模製油所の免除措置による損失の補填である。 

 

表 1 第一期 トランプ政権下におけるバイオ燃料関連政策動向 

（出所）各種公表情報より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱作成 

 

E15 の全米通年供給とは、バイオエタノールの消費拡大に重要な政策の一つである。E15 とは 15％バ

イオエタノールを混合したガソリンを指し、流通は全米で許可されているが、高温下での使用はスモッ

グを発生させる危険性があることから夏季販売は禁止されてきた。トランプ大統領は、本流通規制を解

除し夏季でも E15 ガソリンを販売できるようにしたのである [6]。これによりバイオエタノールの消費

量が上がることが期待される。なお、バイデン政権下ではこの規制が再び復活したが、ロシアによるウ

クライナ侵攻によるガソリン価格高騰を抑制するため夏季でも全米での販売を一時的に許可した [7]。 

他方、小規模製油所の免除措置とは、RFS において、石油精製事業者に義務付けられているバイオ燃

料の混合義務を小規模事業者に対しては免除するというものである。第一期トランプ政権下では本免除

適用の件数を大幅に増加させ、バイオ燃料導入義務量を減少させた [8]。これに対する農家の不満に対

 
2 米国再生可能基準（Renewable Fuels Standard, RFS）とは、2005 年から開始した運用されている燃料供給事業者に対しバイオ燃料

等の再生可能燃料の販売を義務付ける政策である。EPA によって運用がされている。 
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処をするために 2019 年、2017～2019 年の 3 年間で免除されたエタノール量を 2020 年以降に再度供給

義務量として計上する計画を発表した [9]。実際には、農業業界やエタノール業界等が期待した量には

ならなかったようだが（図 2） [10]、状況を放置することはなかった。 

図 2 再生可能燃料基準（RFS）における総再生可能燃料の導入義務量の推移3 

（出所） [11] [12]より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱作成 

以上で述べた通り、第一期トランプ政権下ではパリ協定離脱や火力発電所の排出規制、自動車の燃費

及び CO2 排出規制の全面見直しが行われた一方で、RFS といったバイオ燃料振興政策は継続され、

RFS が如何に米国のエネルギー安全保障に貢献し、農家を支えているかが強調されていた。 

 

3. 第二期トランプ政権のこれまでのバイオ燃料政策動向 

 さて、2025 年 1 月 20 日以降、現在（2025 年 4 月上旬）までのトランプ政権のバイオ燃料関連のアク

ションは表 2 のとおりである。筆者が着目したのは大統領就任当日に署名された大統領令「Unleashing 

American Energy（和訳：米国のエネルギーを解き放つ）」である。本大統領令は米国のエネルギー生

産を阻害し、経済成長や雇用創出を妨げる規制を回避することを目的としている [1]。2017 年の第一期

トランプ政権でも同様の内容の大統領令4が署名されているが、第一期ではバイオ燃料に関する記載が含

まれていなかった [13]。しかしながら、今回の第二期では、石炭、天然ガス、核物質、水力及び再生可

能エネルギー源と並んでバイオ燃料が明示されている [1]。 

  

 
3 2010 年～2019 年は確定値、2020 年及び 2021 年は 2019 年 12 月公表時点での確定値 
4 2017 年 3 月 28 日署名の大統領令 13783「Executive Order 13783 on Promoting Energy Independence and Economic Growth.」（和

訳：エネルギー自立と経済成長の促進に関する大統領令）を指す 
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表 2 第二期 トランプ政権下におけるバイオ燃料関連政策動向 

（出所）各種公表資料よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱作成 

 

 さらに注目すべき点は、同日に署名された大統領令「DECLARING A NATIONAL ENERGY 

EMERGENCY（和訳：国家エネルギー非常事態宣言）」において、バイデン前政権下で廃止された E15

の全米通年販売を緊急的に復活させたことである [12]。これにより、第一期同様にバイオエタノールの

消費を再び喚起させようとした。本政策を更に強化するように 2025 年 3 月 31 日には Higher Blends 

Infrastructure Incentive Program(HBIIP)5に基づき、29 州で総額 5 億 3,700 万ドルの 543 のプロジェ

クトに支援を行うことを表明した [13]。これにより E15 や B20 等のバイオ燃料混合のガソリンやディ

ーゼルの供給インフラを強化することが期待される。これらの動きは、トランプ政権が第一期以上に農

家を重視している姿勢の表れであると考えられる。 

第二期トランプ政権下では先述のとおり、米国エネルギー省（DOE）の融資プログラム局（LPO）を

はじめとしたインフレ抑制法（IRA）に基づく支出は即時停止される [2]。再開にあたっては現政権の政

策方向性との整合性確認が必要とされる。実際にLPOからの融資が決まっていたMontana Renewables

社の SAF プラントは 2025 年 1 月 28 日に融資が延期された。しかしながら、わずか 2 週間後にその延

期は撤回され総額 14.4 億ドル（約 2,160 億円）を受け取ることが出来た [14]。同じプロジェクト支援を

受けることが決定していた Gevo 社の SAF プラントについては、現在も受け取りに向けて交渉中の状況

である [15]。Gevo 社に対する交付がされるかどうかにより、トランプ政権がバイオ燃料であればバイ

デン前政権下の支援策でも認めていくのかどうかの道筋が見えてくるものと思われる。 

  

 
5 HBIIP とは、第一期トランプ政権下で農務省農村開発局に設立されたプログラム。給油所でバイオ燃料の選択肢を提供するために必

要なポンプ、貯蔵容器、その他の必要なインフラの設置を支援することで、国産バイオ燃料の生産拡大を支援している。 
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4. 米国農業団体、バイオ燃料関係団体の反応 

第二期トランプ政権が開始され、バイオ燃料分野においても複数の政策が実施されている。バイオ燃

料や農業団体はこれら政策に対して好意的な意見を表明しており、米国最大のバイオ燃料業界団体であ

る Growth Energy は E15 の全米通年供給を再開させる大統領令を歓迎する声明を署名翌日の 2025 年 1

月 21 日に発表した [16]。同様に RFA も同大統領令に対し感謝を表明している。更に全米トウモロコシ

生産者協会（National Corn Growers Association, NCGA）やイリノイ州トウモロコシ生産者協会とい

った農家団体も本政策に対して好意的な意見を表明している [17] [18]。同様に、HBIIP からの前述の支

援プログラムについても Growth Energy から歓迎の声明が出されている [19]。 

 しかしながら、これらの政策がバイオ燃料関連の要望にすべて対応できているわけではない。

Growth Energy やネブラスカ州トウモロコシ生産協会（Nebraska Corn Growers Association, NeCGA）

は、先述の RFS に基づくバイオ燃料の供給義務量の引き上げを求めている [20] [21]。全米油糧種子加工

業者協会（National Oilseed Processors Association, NOPA）も要望としては表明していないが、供給

義務量の向上を目指している [22]。さらに、IRA で 2025 年からの実施が決定されたバイオ燃料に対す

る税額控除の延長と強化についてもバイオ燃料、農業団体から要望が出されており [23] [22]、今後、農

家の政権に対する不満の程度によって政権の対応が左右されると考える。この点において指標になるの

が、トランプ政権下で世界各国に新たに課される関税が米国農産物の輸出に与える影響だ。アメリカに

おける最大かつ最も影響力のある農業団体であるアメリカン・ファーム・ビューロー連盟（American 

Farm Bureau Federation, AFBF）は、バイオ燃料に関する政策についてはコメントをしていない。一

方で、貿易相手国に対する関税については農産物の輸出に影響があるとして繰り返し懸念を表明してき

た [24] [25]。2025 年 4 月 2 日に追加関税が発表された際には、これまで懸念や警告で留まっていた声明

がついに「追加関税はアメリカの農家に打撃を与える」と断言している [26]。同様にアメリカ大豆協会

（American Soybean Association, ASA）も関税に対する農家の不満を表明してきたが、4 月 3 日には

AFBF と同様に関税の影響を懸念する旨を改めて表明した [27]。 

 現在検討がされている中国建造船に対する巨額の入港手数料の導入も、AFBF 等の農業団体から農産

物の輸出への悪影響を懸念されているところである [28] [29]。このまま不満や懸念が出続ける状況にお

いては、ガス抜きを目的とした優遇政策が導入されることも考えられることから今後の農業団体の動向

に着目する必要がある。 

 

5. 米国バイオ燃料政策が日本企業に与える影響 

 こうしたトランプ政権の動向は日本のバイオ燃料事業者にも大きな影響を及ぼす可能性がある。これ

までの動きからバイオマス由来の SAFを含むバイオ燃料は引き続き米国によって保護される可能性が高

い。その手法は①E15 や B20 以上の高バイオ燃料配合ガソリンやディーゼルの流通の強化による需要の

喚起、②RFS での石油精製事業者に対するバイオ燃料の供給義務量の増量による消費の誘導、③バイオ

燃料に対する税額控除等による製造事業者への財政支援のいずれか若しくは組み合わせになることが想

定されるが、これに加え、関税率の引上げ等の通商政策の結果、米国産農産物の輸出が打撃を受けた場

合、日本に対する輸入量増加の働きかけも想定される。 

 こうした米国の動向を上手く自社の成長に取り込むために日本企業が取り得る方策としては、米国産
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原料の利用、米国内へのビジネスの進出及びその組み合わせが一案として想定される。どの戦略が一番

望ましいかは、勿論米国の政策動向だけで決まるものではない。例えば、現在、SAF やバイオディーゼ

ルの主要原料となっている廃食油の今後の需要、取引価格動向も原料ポートフォリオを検討するための

重要な要素と考える。加えて、ブック＆クレーム6といったバイオ燃料の新たな流通手法が広く検討され

始めてきている。本流通方法の浸透の程度によっては、日本企業が SAF利用を通じて環境価値を得るに

あたっても日本国内で SAFを製造するのが必ずしも効果的ではない場合が生じるのかもしれない。そう

した場合には日本含む各国の政策や競合の動向を踏まえ、製造設備を投資する場所を検討する必要があ

る。 

 

6. 日本の脱炭素の取組に活かすために 

これまで述べてきたとおり、米国では第二期トランプ政権下においても、バイオ燃料政策は、農業と

結びつき、E15ガソリンの全米通年販売容認やHBIIPを通じたインフラ整備支援、更にはバイオ燃料の

供給義務量の増加などを通して、製造・利用促進の政策が維持・強化される見込みである。 

この米国政策の大きな動きによって、日本企業は正負どちらの影響も大きく受けるだろう。日本はサ

ーキュラーエコノミーやバイオエコノミーの推進を掲げているものの、バイオマス資源の確保に課題を

抱えている。そこで、豊富な資源と政策的後押しのある米国産バイオ燃料及びその原料の活用は、エネ

ルギー安全保障の観点からも極めて重要となる。特に、SAF の需要拡大が見込まれる航空業界では、米

国産 SAF やバイオマス資源の活用は、日本政府が推進するグリーン成長戦略や SAF 導入支援策とも相

まって、脱炭素化目標の達成に貢献することもできる。 

一方で、単純な米国依存はリスクも伴う。米国の政策変更や国際的な需給バランスの変化、更には為

替変動など、予期せぬ事態が発生する可能性もある。したがって、複数の原料調達ルートの確保や、多

様な技術開発への投資など、リスク分散を意識した戦略が重要となる。このように、日本国内でのバイ

オマス資源の確保を模索しつつ、対外的な情勢変化を好機と捉え、米国をはじめとした諸外国のバイオ

マス資源を組み合わせた自立的なバイオ燃料供給体制の構築を目指す。これこそが、日本のエネルギー

安全保障担保の鍵となるだろう。 
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